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新 旧 

(現場代理人及び主任技術者等) 

第 10 条 乙は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に配置し、書面をも

ってその氏名を甲に通知しなければならない。これらの者を変更したとき

も同様とする。 

（１）現場代理人 

（２）主任技術者(建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 26 条第２項の規定

に該当する場合は「監理技術者」とし、同条第３項本文の規定に該当する

場合は「専任の主任技術者」又は「専任の監理技術者」とし、同条同項た

だし書の規定により監理技術者が専任しない場合は「監理技術者及び監理

技術者補佐（建設業法第 26 条第３項ただし書に規定する者をいう。）」と

する。以下同じ。） 

（３）専門技術者(建設業法第 26 条の２に規定する技術者をいう。以下同

じ。)  

２ 現場代理人は、工事現場に常駐し、その運営及び取締りを行うほか、工

事の施工に関し、この約款に基づく乙の一切の権限を行使することができ

る。 

３ 甲は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当し、現場代

理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、

甲との連絡体制が確保されると認められる場合には、現場代理人について

工事現場における常駐を要しないこととすることができる。 

（１）契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始

されるまでの期間 

（２）第 17 条第１項又は第４項の規定により、工事の全部の施工を一時中

止している期間 

（３）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であっ

て、工場製作のみが行われている期間 

(現場代理人及び主任技術者等) 

第 10 条 乙は、現場代理人並びに工事現場における工事の施工技術上の管

理をつかさどる主任技術者(建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 26 条第

２項の規定に該当する場合は、「監理技術者」とし、同条第３項の規定に

該当する場合は、「専任の主任技術者」とする。以下同じ。)及び専門技術

者(建設業法第 26 条の２の規定する技術者をいう。以下同じ。)を定め、

書面をもってその氏名を甲に通知しなければならない。現場代理人、主任

技術者又は専門技術者を変更したときも同様とする。 

 

 

 

 

 

２ 現場代理人は、工事現場に常駐し、その運営及び取締りを行うほか、工

事の施工に関し、この約款に基づく乙の一切の権限を行使することができ

る。 

３ 甲は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当し、現場代

理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、

甲との連絡体制が確保されると認められる場合には、現場代理人について

工事現場における常駐を要しないこととすることができる。 

（１）契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始

されるまでの期間 

（２）第 17 条第１項又は第４項の規定により、工事の全部の施工を一時中

止している期間 

（３）橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であっ

て、工場製作のみが行われている期間 
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（４）前３号に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていな

い期間 

４ 第２項の規定にかかわらず、乙は、自己の有する権限のうちこれを現場

代理人に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、

当該権限の内容を書面をもって甲に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

(工事関係者に関する措置請求) 

第 11 条 甲又は監督員は、現場代理人、主任技術者、専門技術者、その他

乙が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で、工事の施

工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、乙に対し

て、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとることを求めるこ

とができる。 

２ 乙は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、当該請求に係

る事項について決定し、その結果を書面をもって甲に通知しなければなら

ない。 

３ 乙は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるとき

は、甲に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるこ

とを求めることができる。 

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、当該請求に係

る事項について決定し、その結果を書面をもって乙に通知しなければなら

ない。 

(工事の変更、中止等) 

第 17 条 甲は、必要があると認めるときは、書面をもって乙に通知し、工

事内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させるこ

とができる。この場合において、必要があると認められるときは、次項の

規定により、工期又は契約金額を変更しなければならない。 

（４）前３号に掲げる期間のほか、工事現場において作業等が行われていな

い期間 

４ 第２項の規定にかかわらず、乙は、自己の有する権限のうちこれを現場

代理人に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、

当該権限の内容を書面をもって甲に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、主任技術者及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

(工事関係者に関する措置請求) 

第 11 条 甲又は監督員は、現場代理人、主任技術者、専門技術者、その他

乙が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で、工事の施

工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、乙に対し

て、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとることを求めるこ

とができる。 

２ 乙は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、当該請求に係

る事項について決定し、その結果を書面をもって甲に通知しなければなら

ない。 

３ 乙は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるとき

は、甲に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるこ

とを求めることができる。 

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、遅滞なく、当該請求に係

る事項について決定し、その結果を書面をもって乙に通知しなければなら

ない。 

(工事の変更、中止等) 

第 17 条 甲は、必要があると認めるときは、書面をもって乙に通知し、工

事内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させるこ

とができる。この場合において、必要があると認められるときは、次項の

規定により、工期又は契約金額を変更しなければならない。 
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２ 工期又は契約金額の変更は、甲乙協議して定める。 

３ 甲は、工事の全部又は一部の施工を中止させた場合において、乙が工事

の続行に備え、工事現場等を維持するために増加費用を必要とするとき

は、その増加費用を負担しなければならない。この場合における負担額は、

甲乙協議して定める。 

４ 工事用地等の確保ができない等のため又は天災その他の不可抗力によ

り工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため乙

が工事を施工できないと認められるときは、甲は、第１項の規定により、

工事の全部又は一部の施工を中止させなければならない。 

（著しく短い工期の禁止） 

第 17 条の２ 甲は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事す

る者の労働時間その他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない

事由により工事等の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮しなけ

ればならない。 

(乙の請求による工期の延長) 

第 18 条 乙は、正当な理由により工期内に工事を完了することができない

ときは、甲に対して、遅滞なくその理由を明らかにした書面をもって、工

期の延長を求めることができる。 

(甲の請求による工期の短縮等) 

第 19 条 甲は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、乙に

対して、書面をもって工期の短縮を求めることができる。この場合におけ

る短縮日数は、甲乙協議して書面をもって定めなければならない。 

２ 甲は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合におい

て、特別の理由があるときは、乙と協議のうえ、通常必要とされる工期の

延長を行わないことができる。 

３ 前２項の場合において、必要があると認められるときは、甲乙協議して

２ 工期又は契約金額の変更は、甲乙協議して定める。 

３ 甲は、工事の全部又は一部の施工を中止させた場合において、乙が工事

の続行に備え、工事現場等を維持するために増加費用を必要とするとき

は、その増加費用を負担しなければならない。この場合における負担額は、

甲乙協議して定める。 

４ 工事用地等の確保ができない等のため又は天災その他の不可抗力によ

り工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため乙

が工事を施工できないと認められるときは、甲は、第１項の規定により、

工事の全部又は一部の施工を中止させなければならない。 

（新設） 

 

 

 

 

(乙の請求による工期の延長) 

第 18 条 乙は、正当な理由により工期内に工事を完了することができない

ときは、甲に対して、遅滞なくその理由を明らかにした書面をもって、工

期の延長を求めることができる。 

(甲の請求による工期の短縮等) 

第 19 条 甲は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、乙に

対して、書面をもって工期の短縮を求めることができる。この場合におけ

る短縮日数は、甲乙協議して書面をもって定めなければならない。 

２ 甲は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合におい

て、特別の理由があるときは、乙と協議のうえ、通常必要とされる工期の

延長を行わないことができる。 

３ 前２項の場合において、必要があると認められるときは、甲乙協議して
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契約金額を変更しなければならない。 

(部分払) 

第 34 条 甲は、工事の完了前において、乙の部分払請求を相当と認めると

き(入札心得書等において、乙の部分払請求回数について制限を定めた場

合は、その回数の範囲内で相当と認めるとき。)は、検査に合格した既済

部分に相応する契約金額相当額(以下「既済部分の代価」という。)の 10 分

の９以内で甲が定める金額を支払うことができる。製作及びすえ付けその

他の工事に関し、完成した製作品で検査に合格して現場に持込みを終った

もの又は甲の都合により現場持込みが困難と認められる製作品で、検査に

合格して甲の指定する場所へ持込みが終ったものについては、甲は、工事

完了前において、乙の部分払請求を相当と認めるときは、その製作品に相

応する契約金額相当額(以下「製作代価」という。)の 10 分の９以内で甲

が定める金額を支払うことができる。この場合においては、第 27 条第１

項及び第２項の規定を準用する。 

２ 前項の既済部分の代価(製作代価を含む。以下同じ。)は、甲が認定する。 

３ 第 30 条の規定により前払金が支払われている場合の部分払の額は、前

２項の規定により算定した部分払の額から、当該前払金の額に契約金額に

対する既済部分の代価の割合を乗じて得た額を控除した額の範囲内とし、

次の式により算定する。 

 

 

 

４ 第１項の規定による支払の対象となった既済部分又は製作品が乙の所

有に属するときは、その所有権は、支払により乙から甲に移転する。ただ

し、目的物全部の引渡しが完了するまでの保管は、乙の責任とし、目的物

全部の引渡しまでに生じた損害については、第 22 条、第 23 条及び第 24

条の規定を準用する。 

契約金額を変更しなければならない。 

(部分払) 

第 34 条 甲は、工事の完了前において、乙の部分払請求を相当と認めると

き(入札心得書等において、乙の部分払請求回数について制限を定めた場

合は、その回数の範囲内で相当と認めるとき。)は、検査に合格した既済

部分に相応する契約金額相当額(以下「既済部分の代価」という。)の 10 分

の９以内で甲が定める金額を支払うことができる。製作及びすえ付けその

他の工事に関し、完成した製作品で検査に合格して現場に持込みを終った

もの又は甲の都合により現場持込みが困難と認められる製作品で、検査に

合格して甲の指定する場所へ持込みが終ったものについては、甲は、工事

完了前において、乙の部分払請求を相当と認めるときは、その製作品に相

応する契約金額相当額(以下「製作代価」という。)の 10 分の９以内で甲

が定める金額を支払うことができる。この場合においては、第 27 条第１

項及び第２項の規定を準用する。 

２ 前項の既済部分の代価(製作代価を含む。以下同じ。)は、甲が認定する。 

３ 第 30 条の規定により前払金が支払われている場合の部分払の額は、前

２項の規定により算定した部分払の額から、当該前払金の額に契約金額に

対する既済部分の代価の割合を乗じて得た額を控除した額の範囲内とし、

次の式により算定する。 

 

部分払金額≦既済部分の代価×9/10－前払金額×既済部分の代価/契約金額 

 

４ 第１項の規定による支払の対象となった既済部分又は製作品が乙の所

有に属するときは、その所有権は、支払により乙から甲に移転する。ただ

し、目的物全部の引渡しが完了するまでの保管は、乙の責任とし、目的物

全部の引渡しまでに生じた損害については、第 22 条、第 23 条及び第 24

条の規定を準用する。 

 

９    前払金額 
部分払金額 ≦ 既済部分の代価 ×   ― － ――――― 
                       10    契約金額 


